
医療需要推計

国の医療需要推計における医療機能区分の内容

医療資源量：3,000点以上

医療資源量：600点～3,000点未満

医療資源量：175点～600点未満＋　

〈一般病床〉

　障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟入院基本料及び特殊疾患

入院医療管理料を算定している患者

〈療養病床〉

　療養病床（回復期リハビリテーション病棟入院料を算定した患者数を除

く）－医療区分Ⅰの患者数の70%－地域差解消分

医療機能区分

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に

向けて、医療を提供する機能

・急性期を経過した患者への在宅復帰に向

けた医療やリハビリテーションを提供する機

能。

・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大

腿骨頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向

上や在宅復帰を目的としたリハビリテーショ

ンを集中的に提供する機能（回復期リハビリ

テーション機能）

･長期にわたり療養が必要な患者を入院さ

せる機能。

・長期にわたり療養が必要な重度の障害者

（重度の意識障害者を含む）、筋ジストロ

フィー患者又は難病患者等を入院させる機

能

医療機能の内容

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に

向けて、診療密度が特に高い医療を提供す

る機能

病床機能報告制度

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

C1 3,000点

C2 600点

C3 175点

回復期リハビリテー

ション病棟入院料を

算定した患者数

５．医療需要と病床数のデータ分析結果
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• ほとんどの医療圏では、急性

期が一番多く、２番目に多い

のは慢性期。

• 南和医療圏では、高度急性

期の病床がない状況。

• 実際の病床数（H23：14,212）

と病床機能報告による病床

数（13,697）との差は、未報告

の病床数。

• 「非稼働」の定義は、休床の

届出をしている病床数の他、

過去１年間に一度も入院患

者を収容しなかった病床数。

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 無回答 合計238 1,909 478 1,105 0 3,730うち非稼働 2 162 60 77 301136 1,806 286 374 0 2,602うち非稼働 0 128 0 0 128518 1,265 360 902 28 3,073うち非稼働 2 12 0 0 28 42849 1,608 404 753 25 3,639うち非稼働 44 7 100 0 1510 430 0 223 0 653うち非稼働 0 10 0 0 101,741 7,018 1,528 3,357 53 13,697 14,212うち非稼働 48 319 160 77 28 632 H23医療施設調査による病床数

奈良県における医療機能別の病床数（許可病床数）

【現状（2014年7月1日時点）】

※病床機能報告制度報告データによる（提出率：病院　98.6%、有床診療所　82.6%）

奈良東和西和中和南和
医療圏

総計
0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000

2901奈良
2902東和
2903西和
2904中和
2905南和 合計 / 高度急性期 合計 / 急性期 合計 / 回復期 合計 / 慢性期 合計 / 無回答
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(床床床床)

(床床床床)

平成平成平成平成26年度年度年度年度 病床機能報告制度による報告内容について病床機能報告制度による報告内容について病床機能報告制度による報告内容について病床機能報告制度による報告内容について
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１．概要１．概要１．概要１．概要

地域における病床の機能の分化及び連携を推進するため、病床の機能区分ごとの将来の医療需要と地域における病床の機能の分化及び連携を推進するため、病床の機能区分ごとの将来の医療需要と地域における病床の機能の分化及び連携を推進するため、病床の機能区分ごとの将来の医療需要と地域における病床の機能の分化及び連携を推進するため、病床の機能区分ごとの将来の医療需要と

必要病床数を定めることとされている。必要病床数を定めることとされている。必要病床数を定めることとされている。必要病床数を定めることとされている。

（医療法第（医療法第（医療法第（医療法第30303030条の４第２項第７号）条の４第２項第７号）条の４第２項第７号）条の４第２項第７号）

２．医療需要について２．医療需要について２．医療需要について２．医療需要について

病床機能区分ごとの医療需要（推計患者数）は、構想区域ごとの基礎データを国が示し、これを基に都病床機能区分ごとの医療需要（推計患者数）は、構想区域ごとの基礎データを国が示し、これを基に都病床機能区分ごとの医療需要（推計患者数）は、構想区域ごとの基礎データを国が示し、これを基に都病床機能区分ごとの医療需要（推計患者数）は、構想区域ごとの基礎データを国が示し、これを基に都

道府県が構想区域ごとに推計する。道府県が構想区域ごとに推計する。道府県が構想区域ごとに推計する。道府県が構想区域ごとに推計する。

2025年の医療機能別の医療需要等の試算について年の医療機能別の医療需要等の試算について年の医療機能別の医療需要等の試算について年の医療機能別の医療需要等の試算について

【【【【高度急性期機能、急性期機能、回復期機能高度急性期機能、急性期機能、回復期機能高度急性期機能、急性期機能、回復期機能高度急性期機能、急性期機能、回復期機能】】】】

2025202520252025年の医療需要＝（当該構想区域の年の医療需要＝（当該構想区域の年の医療需要＝（当該構想区域の年の医療需要＝（当該構想区域の2013201320132013年度性・年齢階級別の入院受療率）年度性・年齢階級別の入院受療率）年度性・年齢階級別の入院受療率）年度性・年齢階級別の入院受療率）

××××（当該構想区域の（当該構想区域の（当該構想区域の（当該構想区域の2025202520252025年の性・年齢階級別推計人口）を総和したもの年の性・年齢階級別推計人口）を総和したもの年の性・年齢階級別推計人口）を総和したもの年の性・年齢階級別推計人口）を総和したもの
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将来の医療需要・病床数の推計について

■医療の質に応じて、医療需要を計算

一般

病床

療養

病床

在宅

医療

患者の状態・診療の実態別に１

日あたりの患者数を算出

地域の実情に応じ、回復期、慢

性期と在宅医療等に振り分け

現在の医療需要に基づき推計

診療報酬のデータなどを

使って疾病ごとに詳細に分

析

療養病床患者の一部を在

宅医療等需要として推計

2025年の医療需要
機能区分ごとに推計

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

在宅医療等



【【【【慢性期機能慢性期機能慢性期機能慢性期機能】】】】

他の医療機能区分の医療需要の推計方法を基に、入院受療率の地域差を縮小させる目標設定を他の医療機能区分の医療需要の推計方法を基に、入院受療率の地域差を縮小させる目標設定を他の医療機能区分の医療需要の推計方法を基に、入院受療率の地域差を縮小させる目標設定を他の医療機能区分の医療需要の推計方法を基に、入院受療率の地域差を縮小させる目標設定を

加味して推計加味して推計加味して推計加味して推計
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　■慢性期の患者の推計について

　　※療養病床の入院受療率の地域差が大きいため、これを解消

パターンＡが最も療養病床から在宅医療等への移行が大きく、パターンＣが最も小さい。本県でのパターンＡが最も療養病床から在宅医療等への移行が大きく、パターンＣが最も小さい。本県でのパターンＡが最も療養病床から在宅医療等への移行が大きく、パターンＣが最も小さい。本県でのパターンＡが最も療養病床から在宅医療等への移行が大きく、パターンＣが最も小さい。本県での

パターンＣ（特例）が適用可能な二次医療圏は「南和医療圏」のみ。パターンＣ（特例）が適用可能な二次医療圏は「南和医療圏」のみ。パターンＣ（特例）が適用可能な二次医療圏は「南和医療圏」のみ。パターンＣ（特例）が適用可能な二次医療圏は「南和医療圏」のみ。

パターンCの入院受療率パターンBの入院受療率        2016年 　2025年　　　　　2030年

現状の入院受療率
パターンC（特例）・パターンBの減少率が全国中央値より大きい・高齢者単身世帯が全国平均より多い上記要件に該当する地域は、目標達成年次を2030年とすることができる。その場合、2030年から比例的に逆算した2025年の入院受療率の目標も地域医療構想に定める。

入院受療率入院受療率
最小（二次医療圏） 最大（二次医療圏）

最小（山形県 81）
現在

２０２５年 ２０２５年現在
最小（二次医療圏） 最大（二次医療圏）最小（県） 最大（高知県 391）

最小（山形県 81） 中央値（滋賀県 144）

全ての二次医療圏が全国最小レベル（県単位）まで入院受療率を低下する。パターンＡ 全国最大レベル（県単位）の入院受療率を全国中央値レベル（県単位）にまで低下させる割合を用いて、二次医療圏ごとに全国最小との差を等比的に低下する。 パターンＢ
パターンＢ



将来の医療需要・病床数の推計の元となるデータについて

非DPC病院のみ

・結核、感染症、精神病床は除

外・各患者の出来高点数を計算

（ただし、入院基本料、リハビリ

テーション量は除外）

・回復期リハビリテーションは回

復期、療養病床は慢性期に分類。

ＤＰＣデータ

・より詳しい分析やデータを把握

可能

・傷病のコード体系が国際基準に

則っており明確

コード体系を合わせる
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一般病床の患者の機能区分別の考え方

病床の機能別分類の境界点（C1～C3）について
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■将来の必要病床数の算出方法

2013年度の入院患者の割合を算出する

医療需要

（人／日）

÷

人口（性・年齢階級別・二次医療圏別） ＝

入院受療率

（2013年度）

2025年度の人口に置き換える

入院受療率

（2013年度）

×

人口（性・年齢階級別・二次医療圏別） ＝

医療需要（人／日）

（2025年度）

病床稼働率で割り戻す

医療需要（人／日）

（2025年度）

÷

病床稼働率（高度急性期0.75、急性期0.78、回復期
0.9、慢性期0.92） ＝

2025年度

必要病床数

（床）
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３．必要病床数について

上記「２」で算出した医療機能ごとの医療需要（推計患者数）を病床稼働率で割り

戻して、2025年における必要病床数を構想区域ごとに推計する。

なお、病床稼働率については、医療法施行規則により次のとおり定められている。

高度急性期：高度急性期：高度急性期：高度急性期：75% 急性期：急性期：急性期：急性期：78% 回復期：回復期：回復期：回復期：90% 慢性期：慢性期：慢性期：慢性期：92%



医療機能別の医療需要及び必要病床数の推計結果について医療機能別の医療需要及び必要病床数の推計結果について医療機能別の医療需要及び必要病床数の推計結果について医療機能別の医療需要及び必要病床数の推計結果について

〈〈〈〈２０２５年の病床機能別の医療需要及び必要病床数２０２５年の病床機能別の医療需要及び必要病床数２０２５年の病床機能別の医療需要及び必要病床数２０２５年の病床機能別の医療需要及び必要病床数〉〉〉〉

厚生労働省「地域医療構想策定支援ツール」による試算

パターンＡ パターンＢ

パターンＢ+Ｃ(特例･南和)
患者住所地 11,077.7 980.4 3,429.7 3,881.1 2,579.7 2,768.3 2,786.5

パターンＡ パターンＢ

パターンＢ+Ｃ(特例･南和)
患者住所地 13,045.6 1,307.3 4,397.1 4,312.4 2,804.0 3,009.1 3,028.8

医療需要

総医療需要

（人/日）

高度

急性期

（人/日）

急性期

（人/日）

回復期

（人/日）

慢性期（人/日）

病床稼働率で割り戻し

必要

病床数

総病床数

（床）

高度

急性期

（床）

急性期

（床）

回復期

（床）

慢性期（床）

※※※※慢性期パターンＢ＋特例（南和）を採用した場合慢性期パターンＢ＋特例（南和）を採用した場合慢性期パターンＢ＋特例（南和）を採用した場合慢性期パターンＢ＋特例（南和）を採用した場合

２０２５年

必要総病床数

（患者住所地）

１３，０４５．６床１３，０４５．６床１３，０４５．６床１３，０４５．６床

現行の保健医療計画における

基準病床数

１３，７４７床１３，７４７床１３，７４７床１３，７４７床

既存病床数

※H23年度医療施設調査

１４，２１２床１４，２１２床１４，２１２床１４，２１２床

７０１床７０１床７０１床７０１床

減減減減

１，１６６床１，１６６床１，１６６床１，１６６床

減減減減

5.1%減

8.2%減 18
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・この必要病床数は、２０２５年の医療提供体制を整える上での参考となるもの。
・奈良県では、大きくは急性期を少なくして回復期を増やす内容。全国的にも同様の傾向と
なっている。
・「病院完結型」の医療から「地域完結型」の医療への転換を推進することにより、約１，
２００床の病床減少が可能と推計されている。


